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防災・減災に向けた災害時対応におけるICTの積極的活用
川 上　由貴恵＊
論 文 概 要
　大規模な自然災害が発生すると，国や地方自治
体，関係公共機関等の防災関係機関が災害対応に
あたる．各機関は，対応業務に必要や情報を収集
し，組織内や関係機関間で情報を伝達・共有する
必要があるが，実際の災害において，他の部署や
外部組織等との連携がうまくいかなかいケースが
少なくない．災害情報の有無や情報伝達の遅れは，
避難行動や避難所生活等の場面で人命に大きく影
響を及ぼすため，対応機関は現場のニーズを把握
し，その都度，適切な対応を行うことが求められ
る．
　東日本大地震では，長期間の停電や通信インフ
ラの損壊により，電話など従来の連絡手段が利用
できなくなる中，ソーシャルメディアが情報発信
や情報収集に活用され，安否確認や人命救助等に
大きな役割を果たした．災害時における ICT（情
報通信技術）の有効性が見直され，自治体の中に
は，災害対応時にICTを活用する事例も見られる
ようになった．このような災害時の ICT活用は，
過去に大規模災害を経験した自治体や大規模災害
が想定される自治体を中心に導入が検討されてい
る．しかし，2015年 9 月関東・東北豪雨災害では，
緊急時に避難情報を知らせる「緊急速報メール」
が，首長の判断の遅れや担当者の対応ミスにより，
メール配信されていなかったことで，危険エリア
の住民の避難が遅れたことが問題となり，ICTツ
ールを整備するだけではなく，それを適切に運用
するために体制を，いま一度見直す必要があると
考えた．そこで本論文では，ICTを活用した災害
時の対応の体制や環境ついて提言を行う．
　本論文の構成は以下の通りである．第 1章では，
災害対応の現状を理解するため，災害対応のプロ
セスや災害法，防災計画，災害時の役割分担，災
害情報の伝達体制及び行政対応の限界について論
じる．第 2章では，災害対応能力の向上に向けて，
防災・減災に向けた災害時対応を整理した上で，
災害時の通信状況や災害情報の通信手段の状況を
確認し，災害時におけるICTの有効性について論
じる．第 3章では，災害対応時に活用するICTの
システムやサービスをいくつか紹介し，近年発生
した東日本大震災や関東・東北豪雨において，ICT
ツールが適切に機能したのかを分析し，明らかと
なった課題を指摘する．第 4章では，前章で論じ
た課題に対して具体的な施策を提言する．
結　　　論
　本研究では，災害時の行政対応を支援するもの
として，ICTの有効性に着目し，東日本大震災や
関東・東北豪雨において，ICTが適切に機能した
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のか分析した．その結果，災害情報の伝達・共有，
業務継続性，災害情報弱者，法制度の 4点につい
て，課題が見られた．こうした課題に対して，次
の施策を提言した．まず，災害情報の伝達・共有
については，従来のピラミッド型組織では，現場
から災害対策本部まで情報を報告し，そこから意
思決定を現場へ流すのでは，刻々と変化する事態
に対応が遅れかねない．そこで，ICTを活用した
情報共有システムや現場指揮システム（ICS）の
導入による，現場から意思決定機関までのフラッ
トな体制の構築について論じた．次に，災害時業
務の継続性については，自治体が被災し，行政情
報の消失や，人員・物資・情報が不足する中にお
いても，行政としての役割を果たし続けるため，
業務継続計画（BCP）の策定や行政情報のクラウ
ド化など，自治体の業務継続の実効性を確保する
ための施策を講じた．続いて，災害情報弱者への
対応として，全国各地でインターネットを利用で
きる環境を整備するWi-Fiステーション整備事業
の促進を行い，高齢者，障がい者などの災害時要
援護者に対しては，地域の住民，学生，企業等の
地域セクターとの協力関係を事前に築き，各々の
災害時支援の役割を明確化することを述べた．最
後に，ICT活用におる法的課題の改善や自治体の
耐災害を強化するためのICT制度について取り上
げた．
　以上の提言から，ICTが活用できる環境・制度
等の基盤を強化するとともに，地域の防災意識，
対策状況，自治体規模による格差を埋めることで，
社会全体の耐災害性を高めることが期待される．
